
令和４年度一般会計当初予算の概要(２月補正反映後)

大分県総務部財政課

令和４年３月２５日

１ 当初予算編成の基本方針

① 新型コロナウイルス感染症拡大防止の徹底と社会経済の再活性化

② 人口ビジョンの実現に向けた大分県版地方創生の加速

③ ＤＸの推進、先端技術の活用、宇宙への挑戦などポストコロナに向けた構造改革

２ 予算総額

ポストコロナを見据え、大分県版地方創生を加速前進させる９年連続プラスの積極予算

(対前年度増減額 増 減 率）

当初予算額 ７１７，８４１百万円 (15,110百万円 2.2％)

○事 業 費 ５６５，６１５百万円 ( 18,244百万円 3.3％)

○人 件 費 １５２，２２６百万円 (△ 3,134百万円 △2.0％)

 616,945 ① 646,342 ② 654,863 ③ 702,731

３ 「安心･活力･発展」の大分県づくり

○ポストコロナおおいた挑戦枠(予算特別枠) １０９事業 ２，３５１百万円

○感染拡大防止対策 １６事業 ２４，７２６百万円

○社会経済再活性化対策 ７１事業 ６，２０２百万円

○ＤＸの推進、先端技術の活用 １２７事業 ４，１４６百万円

○投資的経費 １４８，５４７百万円（ 5,211百万円 3.6％)

うち公共事業 ９６，２２８百万円（△ 351百万円 △ 0.4％)

うち単独事業（普通建設） ３９，０２６百万円（ 5,968百万円 18.1％)

※防災・減災、国土強靱化のための5か年加速化対策事業は、3年度12月補正に計上済

○社会保障関係費 ８８，２２６百万円（ 1,617百万円 1.9％）
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４ 主な歳入

法人２税や地方消費税等の増収により県税が増加する一方、地方交付税及び臨時財

政対策債が減少

国のコロナ対策に係る交付金等を積極的に活用し、財政調整用基金取崩しを抑制

○県 税 １２９，８００百万円( 15,500百万円 13.6％)

○地方譲与税 ２２，２０４百万円( 6,904百万円 45.1％)

○地方交付税 １７８，４００百万円(△ 600百万円 △ 0.3％)

○県 債 ７０，６７４百万円(△20,571百万円 △22.5％)

うち臨時財政対策債 １０，４４０百万円(△22,763百万円 △68.6％)

○財政調整用基金取崩し ６，５００百万円( 前年度同額 )

５ 財政の健全性

財政調整用基金は可能な限り取崩しを抑制し、行財政改革推進計画の目標である

令和6年度末残高330億円確保に向け、引き続き常在行革の精神で不断の取組を徹底

臨時財政対策債等を除いた県債残高は適正管理を徹底し財政の健全性を確保

（１）財政調整用基金残高（年度末）

② ２９９億円 ③ 約３２０億円 ④ 約２５７億円

（２）県債残高（年度末）

総 額 ②１兆７８４億円 ③約１兆８９０億円 ④約１兆８６１億円

臨財債等除き ②６，２５３億円 ③約６，２０８億円 ④約６，２８９億円
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（単位：千円、％）

増減額 増減率

当初予算額（A) 構成比 当初予算額（B) 構成比 (A)－(B) (A)／(B)

129,800,000 18.1 114,300,000 16.3 15,500,000 13.6

52,417,000 7.3 50,946,000 7.2 1,471,000 2.9

3,742,174 0.5 3,775,498 0.5 △33,324 △0.9

7,315,474 1.0 7,401,555 1.1 △86,081 △1.2

1,410,435 0.2 1,320,931 0.2 89,504 6.8

33,426 0.0 30,816 0.0 2,610 8.5

19,975,818 2.8 12,435,366 1.8 7,540,452 60.6

100 0.0 100 0.0 0 0.0

99,685,240 13.9 100,155,980 14.2 △470,740 △0.5

314,379,667 43.8 290,366,246 41.3 24,013,421 8.3

22,204,000 3.1 15,300,000 2.2 6,904,000 45.1

775,000 0.1 778,000 0.1 △3,000 △0.4

178,400,000 24.9 179,000,000 25.5 △600,000 △0.3

287,000 0.0 282,000 0.0 5,000 1.8

131,121,333 18.3 125,759,754 17.9 5,361,579 4.3

70,674,000 9.8 91,245,000 13.0 △20,571,000 △22.5

10,440,000 1.5 33,203,000 4.7 △22,763,000 △68.6

403,461,333 56.2 412,364,754 58.7 △8,903,421 △2.2

717,841,000 100.0 702,731,000 100.0 15,110,000 2.2

小　　　　　　計

令和４年度一般会計当初予算の状況

（１）歳入

区　　　　　分
令和４年度 令和３年度

自

主

財

源

県 税

地 方 消 費 税 清 算 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

合　　　　　　計

依

存

財

源

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

国 庫 支 出 金

県 債

臨 時 財 政 対 策 債

小　　　　　　計

自主財源

43.8%

依存財源
56.2%

県税

18.1%

地方消費税清算金

7.3%

繰入金

2.8%

諸収入

13.9%

使用料及び手数料等

1.7%

地方交付税

24.9%

国庫支出金
18.3%

県債

9.8%

地方特例交付金等

0.1%

地方譲与税
3.1%

Ｒ４歳入

717,841百万円
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（単位：千円、％）

増減額 増減率

当初予算額（A) 構成比 当初予算額（B) 構成比 (A)－(B) (A)／(B)

1 319,622,090 44.5 319,709,256 45.5 △87,166 △0.0

152,226,364 21.2 155,359,785 22.1 △3,133,421 △2.0

88,225,591 12.3 86,609,101 12.3 1,616,490 1.9

79,170,135 11.0 77,740,370 11.1 1,429,765 1.8

2 148,547,122 20.7 143,335,874 20.4 5,211,248 3.6

125,122,129 17.4 119,614,468 17.0 5,507,661 4.6

補 助 事 業 費 80,427,944 11.2 80,955,805 11.5 △527,861 △0.7

単 独 事 業 費 39,026,358 5.4 33,057,644 4.7 5,968,714 18.1

国直轄負担金 5,667,827 0.8 5,601,019 0.8 66,808 1.2

23,424,993 3.3 23,721,406 3.4 △296,413 △1.2

3 249,671,788 34.8 239,685,870 34.1 9,985,918 4.2

92,131,632 12.8 93,362,748 13.3 △1,231,116 △1.3

157,540,156 22.0 146,323,122 20.8 11,217,034 7.7

717,841,000 100.0 702,731,000 100.0 15,110,000 2.2

96,228,195 13.4 96,579,126 13.7 △350,931 △0.4

義 務 的 経 費

令和４年度一般会計当初予算の状況

（２）歳出

区　　　　　分
令和４年度 令和３年度

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

投 資 的 経 費

普 通建 設事 業費

災 害復 旧事 業費

そ の 他 経 費

貸 付 金

そ の 他

合　　　　　　計

うち公共事業費

義務的経費
44.5%

投資的経費
20.7%

その他経費

34.8%

人件費

21.2%

扶助費

12.3%

公債費

11.0%

普通建設・補助事業費
11.2%

普通建設・単独事業費

5.4%

普通建設・

国直轄負担金
0.8%

災害復旧事業費
3.3%

貸付金

12.8%

その他
22.0%

Ｒ４歳出

717,841百万円
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